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仕入価格が「上昇した」と回答した企業は約８割にのぼる一方で、

販売価格を「引き上げた」と回答した企業は約４割にとどまる

価格動向に関するアンケート調査結果
（生活衛生関係営業の景気動向等調査特別調査結果2022年７～９月期）

＜仕入価格動向＞

■ 仕入価格が前年に比べて「上昇した」と回答した企業割合は76.6％と、前年調査を31.7ポイント上回った（２ページ）。

■ 仕入価格上昇の経営悪化への影響は、「影響がある」と回答した企業割合が90.7％と、９割超を占めた（４ページ）。

■ 今後１年間の仕入価格の見通しは、「上昇する」と回答した企業割合が77.4％と、７割超を占めた（５ページ）。

＜販売価格動向＞

■ 販売価格を前年に比べて「引き上げた」と回答した企業割合は35.5％と、前年調査を22.8ポイント上回った（６ページ）。

■ 今後１年間の販売価格の見通しは、「引き上げる」と回答した企業割合が43.5％と、前年調査を29.4ポイント上回った（８ページ）。



調 査 時 点 2022年８月中旬

調 査 方 法 郵送調査

調 査 対 象 生活衛生関係営業 3,290企業

有効回答企業数 3,129企業（回答率 95.1％）

（ 業 種 内 訳 ） 飲食業 1,432 企業 映画館 60 企業

食肉・食鳥肉販売業 152 企業 ホテル・旅館業 180 企業

氷雪販売業 54 企業 公衆浴場業 110 企業

理容業 420 企業 クリーニング業 262 企業

美容業 459 企業

【調査の実施要領】

【本調査における留意事項】
• 2016年４～６月期調査から沖縄県の企業を調査対象に加えている。

• 比率の算出にあたっては、無回答を除いたものを母数としている。
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全体
（n=3,121）

76.6 20.9 2.5

飲食業
（n=1,428）

92.3 6.1 1.6 

食肉・食鳥肉販売業
（n=152）

90.8 7.2 2.0 

氷雪販売業
（n=54）

70.4 29.6 0.0 

理容業
（n=419）

43.4 51.6 5.0 

美容業
（n=458）

42.4 51.7 5.9 

映画館
（n=60）

55.0 45.0 0.0 

ホテル・旅館業
（n=178）

93.8 6.2 0.0 

公衆浴場業
（n=110）

81.8 17.3 0.9 

クリーニング業
（n=262）

88.5 10.3 1.1 

◼ 仕入価格が前年に比べて「上昇した」と回答した企業割合は76.6％と、前年調査を31.7ポイント上回った（図表１）。

◼ 業種別にみると、ホテル・旅館業が93.8％と最も高く、次いで、飲食業（92.3％）、食肉・食鳥肉販売業（90.8％）となっている（図表２）。

図表１ 仕入価格の動向
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図表２ 仕入価格の動向【業種別】

１ 仕入価格の動向

※いずれの期も、前年同期（７～９月期）と比べた仕入価格の動向。
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※全体より5ポイント以上割合が高い項目を色掛け（青色）で表示（以下同じ）。



＜参考＞ ｢上昇した」と回答した企業割合が高い５業種の過去10年間の推移

図表３ ｢上昇した」と回答した企業割合が高い５業種の過去10年間の推移
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◼ 仕入価格上昇の経営悪化への影響は、「影響がある」（「かなり影響がある」「ある程度影響がある」の合計）と回答した企業割合が90.7％と、

９割超を占めた（図表４）。

◼ 「かなり影響がある」と回答した企業割合を業種別にみると、公衆浴場業が50.0％と最も高く、次いで、クリーニング業（47.8％）、飲食業（45.8％）

となっている（図表５）。

図表４ 仕入価格上昇の経営悪化への影響 図表５ 仕入価格上昇の経営悪化への影響【業種別】
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２ 仕入価格上昇の経営悪化への影響

※仕入価格が「上昇した」と回答した企業に尋ねたもの。

(n=2,392)

（％）

影響がある
90.7％
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図表６ 今後１年間の仕入価格の見通し 図表７ 今後１年間の仕入価格の見通し【業種別】

（％）

（n=3,129）

◼ 今後１年間の仕入価格の見通しは、「上昇する」と回答した企業割合が77.4％と、７割超を占めた（図表６）。

◼ 業種別にみると、ホテル・旅館業が92.2％と最も高く、次いで、飲食業（89.2％）、食肉・食鳥肉販売業（82.9％）となっている（図表７）。

３ 今後１年間の仕入価格の見通し
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■ 販売価格を前年に比べて「引き上げた」と回答した企業割合は35.5％と、前年調査を22.8ポイント上回った（図表8）。

■ 業種別にみると、食肉・食鳥肉販売業が70.4％と最も高く、次いで、ホテル・旅館業（48.9％）、クリーニング業（45.4％）となっている（図表

9）。

図表８ 販売価格の動向 図表９ 販売価格の動向【業種別】
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４ 販売価格の動向

※いずれの期も、前年同期（７～９月期）と比べた販売価格の動向。
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◼ 販売価格引き上げの理由は、「仕入価格上昇分の転嫁」と回答した企業割合が83.3％と最も高く、次いで、「人件費以外の経費の増加」

（29.0％）、「人件費の増加」（25.7％）となった（図表10）。

図表10 販売価格引き上げの理由 【複数回答】
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５ 販売価格引き上げの理由

※販売価格を「引き上げた」と回答した企業に尋ねたもの。

図表11 販売価格引き上げの理由【業種別、複数回答】
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◼ 今後１年間の販売価格の見通しは、「引き上げる」と回答した企業割合が43.5％と、前年調査を29.4ポイント上回った（図表12）。

◼ 業種別にみると、食肉・食鳥肉販売業が63.8％と最も高く、次いで、ホテル・旅館業（54.4％）、クリーニング業（50.4％）となっている（図表

13）。

図表12 今後1年間の販売価格の見通し 図表13 今後1年間の販売価格の見通し【業種別】
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